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日本鉄道公団法案 逐条解説資料（一般及び議員向け） 

 

法 案 条 文 説  明 

●日本鉄道公団法案 
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 附 則 

 

 日本国有鉄道改革法の施行により旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社（旅客鉄

道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律施行時においてその適用を受けてい

た会社。以下「旅客鉄道会社等」という。）が発足してから三五年が経過した。旅客鉄道

会社等は、この間、日本国有鉄道の鉄道事業、旅客自動車運送事業及びこれに付帯する事

業を引き継いだ我が国における基幹的輸送機関として、国民経済、国民生活及び各種産業

を支えるために重要な役割を果たしてきた。 

 しかし、この間の社会経済情勢の著しい変化により、旅客鉄道会社等が基幹的輸送機関

としての本来の役割を発揮することが次第に困難となりつつある。とりわけ、地方におい

てその傾向は顕著であり、近年における大型台風、風水害、大規模地震等の災害とあいま

って、旅客自動車運送事業をもってするには距離が長すぎ、航空事業をもってするには距

離が短すぎる中距離区間の旅客、貨物両面の輸送に長期にわたって大きな支障を与える事

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前文 

 国鉄改革法制定から今日までの社会経済情勢

の変化と、それに対応した法令改正の必要性につ

いて述べた。 
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例が激増している。こうした中距離で一定の輸送需要を持つ区間において鉄道の廃止が続

くことによって、とりわけ通学や通院といった地域住民の日常生活上の移動のみならず、

国民生活に欠かせない物資の輸送にも重大な影響が生じている。 

 また、少子高齢化の進展は、高齢運転者が加害者となる悲惨な交通事故の増加をもたら

しており、高齢運転者に自動車運転免許の適切な返納を求める各界各層の意見が近時、強

まっているが、そのような施策が進まないのは、地方での公共交通機関の整備が進んでい

ないことに起因する。鉄道事業法によって、鉄道事業における収支性が重視されるように

なった結果、地方において鉄道をはじめとする公共交通機関の廃止が進んだことも、この

ような事態の一因となっている。地方から都市への人口流出が加速した結果、過密化が進

んだ都市部において感染症が拡大する一方、地方では住民の日常生活や地域社会経済の健

全な持続を図ることが困難となっている。 

 こうした事態に対処して、基幹的輸送機関としての旅客鉄道会社等を、都市、地方の別

なく今後も持続可能なものとしていくためには、旅客鉄道会社等の公共性を一層重視し、

かつ国民の多様な意見を適切に反映させる新たな民主的運営形態を確立することが急務

となっている。また、人類全体が今後も生存可能な地球環境を維持するため、二酸化炭素

の排出量を減少させることが国際社会共通の課題となっており、この面からも、一人あた

り二酸化炭素排出量の多い自動車から、少ない公共交通機関への転移を促す施策に政府、

国民挙げて取り組む必要がある。 

  ここに、旅客鉄道会社等の持続、発展を展望しうる新たな運営形態を確立することを通

じてこれら諸問題の適切な解決を図るため、この法律を制定する。 

 

   第一章 総則 

 

（日本鉄道公団の設立及び旅客鉄道会社等の事業の承継） 

第一条 国は、旅客鉄道会社等が実施している鉄道事業及び旅客自動車運送事業が地域ご

とに分割されていることによって、非効率な運営におちいり、かつ、会社ごとの経営状

況の違いに起因する運賃並びに料金、職員の賃金をはじめとする労働条件及びサービス

水準の格差が拡大していることにかんがみ、これらを是正し、全国一元的運営に復帰さ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一条 

１ 公団設立の目的及び趣旨を規定。 
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せることを目的として、令和三年度中に日本鉄道公団（以下「公団」という。）を設立

する。 

２ 国は、次の各号に掲げる旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社の事業を、当該

各号に定める期間までに公団に承継させるものとする。 

 一 北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社 令和

五年三月三十一日まで 

 二 東日本旅客鉄道株式会社、東海旅客鉄道株式会社、西日本旅客鉄道株式会社及び九

州旅客鉄道株式会社 令和八年三月三十一日まで 

３ 国は、次の各号に掲げる会社の旅客自動車運送事業を、当該各号に定める期間までに

公団に承継させるものとする。 

  一 ジェイ・アール北海道バス株式会社、ジェイアール四国バス株式会社 令和五年三

月三十一日まで 

 二 ジェイアールバス東北株式会社、ジェイアールバス関東株式会社、ジェイアール東

海バス株式会社、西日本ジェイアールバス株式会社、中国ジェイアールバス株式会社

及びＪＲ九州バス株式会社 令和八年三月三十一日まで 

 

（日本国有鉄道から分離された事業の承継） 

第二条 国は、日本国有鉄道（以下「国鉄」という。）が経営していた鉄道事業及び旅客

自動車運送事業以外の事業であって、公団への承継が適当と認めるものについて、政令

をもって当該事業及び承継すべき時期を指定し、承継させることができる。 

 

（新幹線開業に伴って経営分離された鉄道路線の公団への承継） 

第三条 国は、全国新幹線鉄道整備法（昭和四十五年法律第七十一号）第四条第一項に

規定する建設線（以下「整備新幹線」という。）の全部又は一部の区間の営業の開始

により当該建設線に係る同法第六条第一項に規定する営業主体がその全部又は一部

を廃止した鉄道事業であって、当該営業主体以外の者が経営を引き継いだ路線につい

て、公団に承継するものとする。 

 

 

 

２ 公団がＪＲグループから承継すべき鉄道事

業の範囲について規定。経営状態が深刻な北海

道、四国と物流政策上重要な貨物会社を先行さ

せ、その３年後をめどに残るＪＲ各社も統合す

る。 

 

３ ＪＲバス事業の公団承継を規定。鉄道同様、

経営状態が深刻な北海道、四国を先行させ、そ

の３年後をめどに残るＪＲバス各社も統合す

る。 

 

 

 

 

 

第二条 

  国鉄から分離された鉄道、バス以外の事業に

ついても、国が必要と認める場合には公団に戻

せるよう規定。 

 

第三条 

  いわゆる「並行在来線」をＪＲから分離した

第三セクター事業者を、原則として公団に戻す

ことを規定。並行在来線分離は政策として失敗

であり、公団に強制編入する。 
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（特定地方交通線転換線の承継） 

第四条 国は、日本国有鉄道改革法の施行に伴う廃止前の日本国有鉄道経営再建促進特別

措置法（昭和五十五年法律第百十一号）に基づいて特定地方交通線に指定された地方交

通線であって、国鉄から経営分離された地方交通線を運行する鉄道事業者又は当該特定

地方交通線を転換した旅客自動車運送事業を行う事業者が、当該鉄道事業又は旅客自動

車運送事業の公団への承継を希望した場合には、前条に規定する手続きによって公団に

承継するものとする。 

２ 前項に規定する鉄道事業や旅客自動車運送事業の公団への承継を行うには、次の各号

に定める関係者が参加する旧国鉄特定地方交通線転換交通機関公団承継協議会を設置

して、その議決を経なければならない。 

 一 当該鉄道又は旅客自動車が運行されている地域の地方公共団体の長及び議会の長 

 二 当該鉄道又は旅客自動車が運行されている地域の学校長、病院長、警察署長 

 三 その他前二号に規定する関係者が必要と認める者 

３ 国は、第一項の規定に基づく承継を行う場合には、前項に規定する協議会の議決によ

るものとする。 

 

（独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が行う事業の承継） 

第五条 国は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（独立行政法人鉄道建設・

運輸施設整備支援機構法（平成十四年法律第百八十号）に規定する法人。以下「機構」

という。）が保有する新幹線の施設設備等の財産を、令和八年三月三十一日（新青森か

ら新函館北斗までの区間については、令和五年三月三十一日）までに公団に承継するも

のとする。 

２ 国は、機構が特例業務勘定をもって実施している業務を、令和八年三月三十一日まで

に公団に承継するものとする。 

３ 公団は、機構が建設勘定をもって建設中の整備新幹線については、この法律又は他

の法律で別段の定めのない限り、工事完成後、関係法令の定めるところにより機構か

ら公団に承継する。 

 

 

第四条 

  国鉄時代に特定地方交通線（廃止対象路線）

を引き継いだ第三セクター鉄道又は転換バス

事業者を、地元が希望した場合には公団に戻す

ことができるよう規定。 

ただし、並行在来線第三セクターと異なり、

赤字線転換第三セクター事業者の中には、地元

に定着して公団への復帰を望まないケースも

考えられることから、復帰は希望制とした。 

  旧国鉄再建法により、国鉄から第三セクタ

ー鉄道には特定地方交通線対策協議会の議決

を経て分離されたことから、公団復帰にも同

様の手続きによることとした。 

 

 

 

第五条 

  ＪＲ化以降に開業した新幹線は、施設設備を

機構が保有する上下分離になっているため、

「下」部分の機構から公団への承継について規

定。北海道新幹線区間のみ先行を想定。 

２ 機構が特例業務勘定で行っている業務はも

ともと旧国鉄が行っていた業務であるため、公

団に復帰させる。 
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（公団の基本的運営理念） 

第六条 公団は、その所管する鉄道事業及び旅客自動車運送事業の公共性を自覚し、地方

においても国民生活に必要な移動の利便性を最大限確保することを旨として、実施しな

ければならない。 

２ 公団は、公正で民主的、自律的事業運営を行うとともに、最大限の情報公開を行わな

ければならない。 

３ 公団には、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成十一年法律第四十二号）

の規定（第二条及び第二十六条を除く。）を準用する。この場合において、同法中「行

政機関」とあるのは「日本鉄道公団」と、「行政文書」とあるのは「公団文書」と、「行

政機関の長」とあるのは「日本鉄道公団総裁」と、それぞれ読み替えるものとする。 

 

（名称の使用制限） 

第七条 公団は、その名称中に日本鉄道公団の文字を用いなければならない。 

２ 公団でない者は、その名称中に日本鉄道公団又はこれに類似する文字を用いてはなら

ない。 

 

（公団の法人格、設立手続及び事業承継手続） 

第八条 公団は、法人とする。 

２ 第一条の規定に基づいて公団を設立する場合の資本金は、公団設立の直前の三月三十

一日現在における第一条第二項第一号及び第一条第三項第一号の各社の資本金の合計

金額とする。 

３ 公団設立後、第一条から第四条に規定する事業（第一条第二項第一号及び第一条第三

項第一号に規定する事業を除く。）の承継が行われたときは、当該各号に規定する会社

の承継の直前の三月三十一日現在における資本金の合計額を基礎として、資本金を増額

する。 

４ 前項の規定にかかわらず、公団は、必要があるときは資本金を増額し、又は減額する

ことができる。 

５ 公団は、政令の定めるところにより、登記をしなければならない。前二項に規定する

 

第六条 

１～２ 公団の基本的運営理念について規定。

交通政策基本法制定時の経緯から交通権の単

語は入れないが、その理念だけは第１項に入

れた。 

３ 公団に、情報公開法を全面的に適用するこ

ととした（必要な読替規定を入れている）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第八条 

２～３ 先行して編入する北海道、四国ＪＲ旅

客、バス会社の資本金の合計額でまず公団を発

足させておき、これ以外の各社、機構の事業又

は業務を公団に編入した場合には、それに応じ

て公団の資本金を増額する旨を定めた。 
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資本金の増額又は減額があった場合も同様とする。 

６ 前項の規定により登記を必要とする事項は、登記の後でなければ、これをもって第三

者に対抗することができない。 

 

（定款） 

第九条 公団は、この法律に定める事項を除く外、次に掲げる事項を記載した定款を定め

なければならない。 

一 目的 

二 名称 

三 事務所の所在地 

四 資本金及び出資に関する規定 

五 業務の範囲 

六 剰余金の処分及び損失の処理に関する規定 

七 準備金に関する規定 

八 この法律第十五条に規定する公選による委員の選挙の方法に関する規定 

九 委員の報酬に関する規定 

十 情報公開に関する規定 

十一 その他管理委員会が必要と認める規定 

２ 定款は、第二十一条第二項の規定にかかわらず、管理委員会の出席委員のうち三分の

二以上の多数による議決をもって、変更することができる。 

３ 公団は、定款を制定し、又は変更したときは、遅滞なく、主務大臣（次の各号に掲げ

る大臣をいう。）に届け出なければならない。 

 一 第一項第四号、第六号、第七号及び第九号に掲げる事項については、財務大臣及び

国土交通大臣 

 二 第一項第八号及び第十号に掲げる事項については、総務大臣及び国土交通大臣 

 三 前二号に掲げる事項以外のものについては、国土交通大臣 

 

（公団への出資ができる者） 

 

 

 

 

 

第九条 

１及び３ 公団が定めるべき定款について、日本

中央競馬会法を参考に規定。 

なお、日本中央競馬会法では定款の変更は

農林水産大臣の認可制となっているが、公団

は公選制による委員で構成される管理委員会

の議決を経るため、監督官庁へは届出のみで、

認可は不要とした。 

 

 

 

 

 

２ 定款変更は、特に重要な議事のため、三分

の二以上の多数による議決を必要条件とし

た。 
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第十条 公団への出資は、次の各号に掲げる者に限り、行うことができる。 

 一 国 

 二 機構 

 三 地方公共団体 

 四 特別会計をもって交通事業を行う地方公営企業（地方公営企業法（昭和二十七年法

律第二百九十二号）第二条第一項第三号から第五号に掲げる事業を行う地方公営企業

（同条第三項の規定に基づく広域連合を含む。）をいう。） 

 五 東京地下鉄株式会社（東京地下鉄株式会社法（平成十四年法律第百八十八号）に規

定する東京地下鉄株式会社をいう。） 

 六 大阪市高速電気軌道株式会社 

  七 大阪シティバス株式会社 

  八 日本電信電話株式会社（日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和五十九年法律

第八十五号）に規定する日本電信電話株式会社等をいう。） 

 九  日本郵便株式会社（日本郵便株式会社法（平成十七年法律第百号）に規定する日本

郵便株式会社をいう。） 

 

（一般会計に属することとされた国鉄債務の承継の免除） 

第十一条 公団は、日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律（平成十年法律

第百三十六号。以下「債務等処理法」という。）の規定に基づいて一般会計に属するこ

ととされた債務については、承継しないものとする。 

 

（非課税の原則、国庫納付金及び国有資産等所在市町村交付金） 

第十二条 公団には、所得税及び法人税を課さない。ただし、財務大臣は、毎年度の決算

において公団に剰余金が生じたときは、その百分の十を限度として、国庫に納付すべき

旨を命ずることができる。 

２ 都道府県、市町村その他これらに準ずるものは、公団に対しては、地方税を課するこ

とができない。 

３ 公団の事務所又は事業所が所在する市町村に対しては、国有資産等所在市町村交付金

第十条 

  公団に出資できる者について限定的に規定。

公団の運営が特定私企業の利害関係に左右さ

れることを防ぐため、出資者を国、地方公共団

体、大都市で地下鉄事業やバス事業を行う地方

公営企業（元地方公営企業であった株式会社を

含む）、元公共企業体に限定。ＮＴＴ、郵政に

ついては災害時等に緊密な協力が必要となる

可能性があるため出資を可能としている。 

 

 

 

 

 

 

 

第十一条 

  債務等処理法に基づいて国が一般会計に編

入した国鉄債務は公団へは引き継がないこと

を規定。本州３社の旧国鉄債務は公団が引き継

ぐ。 

 

第十二条 

１～２ 公団を非課税とする規定。ただし、日本

中央競馬会に準じて納税に代わる剰余金の国

庫納付義務を公団に課した。 

 

３ 公団の資産がある地域の地方公共団体が公
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を支給する。この場合においては、国有資産等所在市町村交付金法の規定を準用する。 

 

   第二章 管理委員会 

 

（管理委員会の設置） 

第十三条 公団に、意思決定及び業務運営の総合的な指揮監督を行わせるため、管理委員

会を置く。 

２ 管理委員会は、次に掲げる事項をつかさどる。 

 一 公団の総合的な業務運営に関する方針の企画及び立案に関する事項 

 二 公団の予算及び決算に関する事項 

 三 役員の任免及び報酬に関する事項 

 四 職員の給与その他の労働条件及び退職手当に関する事項 

 五 定款の制定及び改正に関する事項 

 六 内部規程の制定並びに改廃及びその公表に関する事項 

 七 前各号に掲げる者の外、管理委員会が必要と認めた事項 

３ 前項第一号の総合的な業務運営に関する方針には、災害復旧及びそのための予算措置

に関する事項を含まなければならない。 

４ 管理委員会は、運賃の決定や改定、路線の新設・改廃などの重要な事項を議決するに

当たっては、事前に公聴会の開催や意見徴収手続きを経なければならない。 

 

（管理委員会の構成及び委員の任期） 

第十四条 管理委員会は、十五人の委員によって構成する。 

２ 委員のうち一人を委員長とし、委員の互選によって選任する。 

３ 委員の任期は六年とする。ただし、補欠の委員については前任者の残存期間とする。 

４ 次条に規定する委員にあっては三年ごとに半分を改選する。 

５ 管理委員会は、あらかじめ、委員のうちから、委員長に事故のある場合に委員長の職

務を代理する者を定めておかなければならない。 

 

団に課税できないため、これら地方公共団体に

対する救済措置として国有資産等所在市町村

交付金制度の適用対象とした。 

 

 

第十三条 

１～２ 意思決定と業務の執行を併せ行う機関

として管理委員会の設置を定めた。旧帝都高速

度交通営団の管理委員会、ＮＨＫや日本中央競

馬会の経営委員会等をモデルとしている。国鉄

が経営上の自主決定権を失って崩壊に至った

ことを踏まえ、自立性を持つ合議制の意思決定

機関を設けた点において、本法案の最も大きな

特徴である。 

 

３ 近年の災害多発を受け、災害復旧の責任を公

団に負わせることとした。 

４ 重要事項の議決に先立ち、管理委員会に公聴

会やパブリック・コメント等を義務づけた。 

 

 

第十四条 

  管理委員会の構成について規定。 
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（公選による委員） 

第十五条 委員のうち十人は、公職選挙法に基づいて、選挙人名簿に登録されている有権

者（以下「有権者」という。）による公選を経て選出する。 

２ 自身を除く百人以上の有権者の推薦を得た有権者は、住所を有する市町村の選挙管理

委員会に推薦状を添付した立候補届を提出することにより、候補者となることができ

る。 

３ この条に定める委員は、公団が承継した事業を行っていた旅客鉄道会社等に対応す

る次表の「区域」欄に掲げる区域（「都道府県」欄に掲げる都道府県をもってその区

域とみなす。）を選挙区として、選挙区ごとに「定数」欄に掲げる人数を選挙する。 

区域 都道府県 定

数 

北海道旅客鉄

道株式会社の

区域 

北海道 二

人 

東日本旅客鉄

道株式会社の

区域 

青森県、秋田県、山形県、岩手県、宮城県、福島県、東京都、

神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県、栃木県、群馬県、新潟

県、山梨県 

二

人 

東海旅客鉄道

株式会社の区

域 

愛知県、静岡県、岐阜県、長野県、三重県 二

人 

西日本旅客鉄

道株式会社の

区域 

大阪府、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県、滋賀県、福井

県、石川県、富山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山

口県 

二

人 

四国旅客鉄道

株式会社の区

域 

愛媛県、香川県、徳島県、高知県 一

人 

九州旅客鉄道

株式会社の区

福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、熊本県、宮崎県、鹿児島

県 

一

人 

 

第十五条 

  管理委員会委員（十五人）のうち十人を公選

制とすることを規定。公団の民主的運営を確保

するための、本法案の最も大きな特徴である。 

  委員の全部ではなく一部のみ公選制とした

例としては、かつての農業委員会委員、海区漁

業調整委員会委員の例がある。 

  供託金の支払いではなく有権者百人の推薦

を立候補の要件とした。東京都中野区で１９７

８～１９９５年まで実施されていた教育長公

選制において、区民二十人の推薦を立候補要件

としていた点をモデルにしている。 

  最近の選挙事情にかんがみ、公団の管理委員

会委員の選挙のためだけに投票所に足を運ぶ

有権者がいるとは思えないため、三年おきに必

ず実施される参議院議員通常選挙と併せて選

挙を実施することを規定。 

  ＪＲ北海道地域には、北海道の面積が日本の

国土面積全体の二割に相当すること、他地域と

比べて社会経済事情が極めて厳しいことを考

慮して二名の委員配置とした。 

ＪＲ北海道地域とＪＲ東海地域がいずれも

二人なのはバランスを失するように思えるが、

ＪＲ東海地域五県を合計しても面積は北海道

の半分しかないこと、ＪＲ東海地域の在来線に

は差し迫った問題がないことから、同一人数で

よいものと判断する。 
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域 

３ この条に規定する委員の選挙については、公職選挙法の規定（供託金に関する規定

を除く。）を準用し、直近に行われる参議院議員通常選挙に併せて実施する。 

 

（公選によらない委員） 

第十六条 委員のうち五人は、次の各号に規定する分野に関し、高い識見を持つ者のう

ちから、両議院の同意を得て、内閣が任命する。 

一 鉄道の安全・安定運行に関する分野 一人 

二 貨物輸送及び物流政策（環境対策含む。）に関する分野 一人 

三 障がい者など、交通弱者の利用しやすい鉄道事業及び旅客自動車運送事業の運営

に関する分野 一人 

四 公団の運営する鉄道事業又は旅客自動車運送事業の利用客の利便性の維持増進

に関する分野 一人 

２ 前項に掲げるものの外、公団の労働者の利益を代表する者一人を委員とする。 

３ 前項で掲げる委員は、公団の労働者の過半数を組織する労働組合がある場合にはそ

の推薦する者とし、公団の労働者の過半数を組織する労働組合がない場合には、労働

者が参加する選挙によって選出された者とする。 

 

（公選によらない委員の欠格条項） 

第十七条 前条で掲げる委員には、次の各号の一に該当する者は就任することができな

い。 

 一 成年被後見人又は被保佐人の宣告を受け、復権を得ない者 

 二 禁こ又は懲役の刑に処せられ、又はその刑を受けることがなくなった日から起算

して三年を経過しない者 

 三 国務大臣、国会議員、政府職員又は地方公共団体の議会の議員 

 四 政党の役員（任命の日以前一年間においてこれに該当した者を含む。） 

 五 公団に対し、物品の売買若しくは工事の請負を業とする者、又はこれらの者が法

人であるときはその役員若しくは名称の如何にかかわらず役員と同等以上の職権

 

 

 

 

 

第十六条 

  管理委員会委員のうち五人は「有識者枠」と

して非公選とした。安全問題、交通政策、障が

い者、学生の鉄道利用対策に関し知見を有する

者が管理委員会の中に必要である。 

 

 

 

２ 労働者代表委員が管理委員会に必要である

ため。 

３ 労働者代表委員の選出方法について規定。労

働安全衛生法に基づく安全衛生委員会の委員

選出方法を参考にした。 

 

第十七条 

  委員の欠格条項を規定。国家公務員に準じ

た。 
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若しくは支配力を有する者（任命の日以前一年間においてこれらの者であった者を

含む。） 

 六 前号に掲げる事業者の団体の役員又は名称の如何にかかわらず役員と同等以上

の職権又は支配力を有する者（任命の日以前一年間においてこれらの者であった者

を含む。） 

 

（委員の身分保障及び罷免） 

第十八条 管理委員会の委員は、次の各号に規定する場合を除く外、任期中、その意に

反して罷免されることがない。 

 一 心身の故障のため職務の執行ができないと認める場合 

二 職務上の義務違反その他委員たるに適しない非行があると認める場合 

三 第十六条に規定する委員にあっては、前条各号の規定に該当することとなった場 

  合 

２ 委員が、前項各号の規定に該当することとなった場合においては、次の各号に定め

る手続きを経て、これを罷免することができる。 

 一 第十五条に規定する委員にあっては、管理委員会の議決 

 二 第十六条に規定する委員にあっては、両議院の同意 

 

（委員の地位） 

第十九条 委員に関する罰則の適用については、法令により公務に従事する者とみな

す。 

 

（委員の報酬） 

第二十条 委員の報酬については、管理委員会が定款をもって定めるところによる。 

 

（議決） 

第二十一条 管理委員会は、委員長（委員長が欠けた場合において、第十四条第五項に

規定する委員長の職務を代理する者を含む。以下この条において同じ。）を含む過半

 

 

 

 

 

 

 

第十八条 

  委員の身分保障及び例外的に罷免されるケ

ースについて規定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第十九条 

  委員をみなし公務員と定めた。 

 

 

 

 

 

第二十一条 

  管理委員会の議事運営について定めた。 



-  - 12 

数の委員の出席がなければ議事を開き、議決をすることができない。 

２ 管理委員会の議事は、出席者の過半数をもって決する。ただし、可否同数のときは、

委員長が決するところによる。 

３ 管理委員会は、公団の役員又は職員をその会議に出席させ、必要な説明を求めるこ

とができる。 

４ 公団の役員又は職員は、管理委員会に対し重要事項の説明を行うため必要があると

認められるときは、管理委員会への出席を求めることができる。この場合において、

出席の可否は管理委員会の議決により決する。 

 

   第三章 役員及び職員 

 

（役員） 

第二十二条 公団の役員は、総裁、副総裁及び理事とする。 

 

（役員の職務及び権限） 

第二十三条 総裁は、公団を代表し、管理委員会の指揮監督の下にその業務を総理する。 

２ 総裁は、管理委員会に対し責任を負う。 

３ 副総裁は、総裁の定めるところにより、総裁を補佐して公団の業務を掌理し、総裁

に事故があるときにはその職務を代理し、総裁が欠員のときにはその職務を行う。 

４ 理事は、総裁及び副総裁を補佐して公団の業務を掌理し、総裁及び副総裁に事故が

あるときにはその職務を代理し、総裁及び副総裁が欠員のときにはその職務を行う。 

 

（役員の任命及び任期） 

第二十四条 総裁及び副総裁は、公団の推薦に基づいて、管理委員会がその議決により

任命する。 

２ 前項の任命は、第二十一条第二項の規定にかかわらず、委員三分の二以上の多数に

よる議決を要する。 

３ 理事は、総裁が任命する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二十三条及び第二十四条 

  役員について規定。公団は、トップを総裁、

ナンバー２を副総裁とし、いずれも管理委員会

が任命。管理委員会に任命された役員は、管理

委員会に対して責任を負う。 

  理事は、総裁が任命。 

 

 

 

 

２ 出席委員の過半数の賛成で可決となる一般

議案と異なり、役員の任命には三分の二以上の

多数による議決が必要とした。 
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４ 総裁及び副総裁の任期は、それぞれ四年とする。 

５ 総裁及び副総裁は、再任されることができる。 

 

（役員の欠格条項） 

第二十五条 第十七条各号の一に該当する者は、役員となることができない。 

 

（総裁及び副総裁の罷免） 

第二十六条 管理委員会は、総裁及び副総裁が心身の故障のため職務の執行ができない

と認める場合、又は総裁及び副総裁に職務上の義務違反その他総裁たるに適しない非

行があると認める場合においては、議決をもってこれを罷免することができる。 

２ 総裁は、理事が心身の故障のため職務の執行ができないと認める場合、又は理事に

職務上の義務違反その他副総裁たるに適しない非行があると認める場合においては、

管理委員会の同意を得て、これを罷免することができる。 

 

（役員の兼職禁止） 

第二十七条 役員は、営利を目的とする団体の役員となり、又は自ら営利事業に従事し

てはならない。 

 

（代表権の制限） 

第二十八条 公団と総裁、副総裁又は理事との利益が相反する事項については、これら

の者は、代表権を有しない。この場合においては、管理委員会は、これらの代表権を

有しない役員以外の他の役員のうちから公団を代表する者を選任しなければならな

い。 

 

（職員の兼業の禁止又は制限） 

第二十九条 第十七条第一号から第三号の規定に該当する者は、職員となることができ

ない。 

２ 第十七条第四号の規定に該当する職員は、総裁に兼業の許可を受けなければならな

４～５ 総裁、副総裁の任期及び再選規定。 

 

 

 

第二十五条 

  役員の欠格条項について規定。管理委員会委

員と同様とした。 

第二十六条 

  役員の罷免について規定。 

 

 

 

 

 

 

第二十七条 

  役員の兼業禁止を定めた。 

 

 

第二十八条 

  一般的な企業役員の利益相反規定に倣って

定めた。 

 

 

 

第二十九条 

１～２ 職員の兼業禁止について定めた。特別職

公務員の就職禁止については管理委員会委員
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い。 

３ 第十七条第五号及び第六号の規定に該当する職員は、総裁に兼業の許可を受けなけ

ればならない。ただし、当該職員は兼業の許可を受けた場合においても、公団との間

で行う契約に事業者として参加してはならない。 

 

（任免の基準） 

第三十条 職員の任免は、その者の受験成績、勤務成績又はその他の能力の実証に基い

て行う。 

 

（給与） 

第三十一条 職員の給与は、その職務の内容と責任に応じ、かつ、同一労働同一賃金の

原則に従って定められなければならない。 

２ 職員の基本給は、地域の別なく全国統一としなければならない。 

３ 職員の給与は、前二項に定めるものの外、生計費並びに国家公務員及び民間事業の

従業員における給与その他の条件を考慮して、管理委員会が定める。 

 

（降職及び免職） 

第三十二条 職員は、次の各号の一に該当する場合を除き、その意に反して降職され、

又は免職されることがない。 

 一 勤務成績がよくない場合 

 二 心身の故障のため職務の遂行に支障があり又はこれに堪えない場合 

 三 その他その職務に必要な適格性を欠く場合 

 四 業務量の減少その他公団の業務運営上やむを得ない事由が生じた場合 

 

（休職） 

第三十三条 職員は次の各号の一に該当する場合を除き、その意に反して休職にされる

ことがない。 

 一 心身の故障のため長期の休養を必要とする場合 

や役員と同様。政党役員との兼業には総裁の許

可を条件とした。 

３ 公団と利害関係を有する私企業との兼任は

全面禁止としなかったが、公団との契約には参

加できないこととした。 

 

第三十条～第三十四条 

職員の勤務条件について規定。国家公務員

法、日本国有鉄道法と同様の内容とした。 
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 二 刑事事件に関し起訴された場合 

２ 前項第一号の規定による休職の期間は、三年以内において任命権者が定める期間と

する。この場合において、休職期間中その故障が消滅したときは、速やかに復職させ

るものとし、休職のまま満期に至つたときは、退職者とする。 

３ 第一項第二号の規定による休職の期間は、その事件が裁判所に係属する間とする。 

４ 休職者は、職員としての身分を保有するが、その職務に従事しない。 

５ 休職者の休職期間中における俸給は、管理委員会が定める。 

 

（懲戒） 

第三十四条 職員が次の各号の一に該当する場合においては、総裁は、これに対し懲戒

処分として免職、停職、減給又は戒告の処分をすることができる。 

 一 この法律又は公団の定める業務上の規程に違反した場合 

 二 職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 

２ 停職の期間は、一月以上一年以下とする。 

３ 停職者は、職員としての身分を保有するが、その職務に従事しない。停職者の停職

期間中における俸給は、管理委員会が定める。 

４ 減給は、一月以上一年以下俸給の十分の一以下を減ずる。 

 

（服務の基準） 

第三十五条 職員は、その職務を遂行するについて、誠実に法令及び公団の定める業務

上の規程に従わなければならない。 

２ 職員は、全力をあげて職務の遂行に専念しなければならない。ただし、労働組合法

の規定により、専ら労働組合の事務に従事する者については、この限りでない。 

 

（職員の労働条件） 

第三十六条 職員の労働条件については、労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）

その他の労働関係法令の定めるところによる。 

２ 公団は、労働基準法第三十六条の規定により時間外労働を命ずる場合であっても、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第三十五条 

  職員の職務専念義務について定めた。 

２ 職員には在籍専従（職員の身分を有したまま

休職して労働組合の業務に専念すること）を可

能とした。 

 

第三十六条 

  職員の労働条件については労働法令に従う

こととした。 
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同条の規定による限度まで勤務を命じることができるものと解してはならず、職員の

勤務時間外又は休日における労働時間を短縮するよう最大限努めなければならない。 

３ 公団は、前項に規定する職員の勤務時間外又は休日における労働時間を短縮するた

め、必要な人員の確保その他労働条件の改善を行わなければならない。 

 

（公務員に関する規定の準用） 

第三十七条 公団の役員及び職員に対する罰則の適用については、法令により公務に従

事する職員とみなす。 

 

第四章 会計 

 

（公団の経理原則） 

第三十八条 公団の会計及び財務に関しては、企業会計原則を適用する。 

２ 公団が行う鉄道事業及び旅客自動車運送事業の開始及び改廃の判断を行うに当た

っては、その業務の公共性にかんがみ、独立採算制を基本としてはならない。 

３ 公団が業務運営上、欠損を生じたときは、管理委員会の議決を経て、国に対し、そ

の補てんを求めることができる。 

４ 国は、前項の規定に基づき、公団の要求があった場合には、毎年度、その欠損を補

てんしなければならない。 

 

（公団の運賃決定の原則） 

第三十九条 公団が行う鉄道事業及び旅客自動車運送事業の運賃及び料金は、次の原則

によってこれを定める。 

 一 公正妥当なものであること。 

 二 原価を償うものであること。 

 三 産業の発達に資すること。 

 四 賃金及び物価の安定に寄与すること。 

２ 公団は、前項に規定する運賃料金を、地域又は乗客及び荷主の多寡にかかわらず、

２ いわゆる「三六協定」の公団当局による濫用

を防ぐため盛り込んだ。 

３ 労働条件の改善には使用者の努力が不可欠

のため、公団に対し、労働条件を不断に整備改

善する義務を課した。 

 

第三十七条 

  公団の一般職員についても、管理委員会委員

及び役員同様、みなし公務員とした。 

 

 

 

第三十八条 

１～２ 公団は国の行政組織でないため、企業会

計原則の適用はやむを得ないが、ＪＲ時代の反

省を踏まえ、独立採算制を禁じた。 

３～４ 公団が赤字決算となった場合の国によ

る欠損補てんについて規定。旧国鉄法にも同様

の規定があったが、任意規定で守られなかった

ため、本法案では国による欠損補てんを強制規

定とし、義務付けた。 

第三十九条 公団の運賃決定の原則について規

定。この四原則は国鉄時代の「国有鉄道運賃法」

と同様とした。 

 

 

 

２ 同一条件の路線であれば同一運賃・料金を
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同一条件であれば同一の運賃料金となるよう定めなければならない。 

 

（事業年度） 

第四十条 公団の事業年度は、毎年四月に始まり、翌年三月に終る。 

２ 公団は、毎事業年度の決算を、翌年度七月三十一日までに完結しなければならない。 

 

（予算） 

第四十一条 公団は、毎事業年度の予算を作成して管理委員会に提出し、その議決を受

けなければならない。 

２ 管理委員会は、前項の規定により予算の提出を受けたときは、これを検討して必要

な調整を行う外、必要がある場合には財務大臣に助言を求めることができる。 

３ 予算の形式、内容及び添附書類、作成及び提出の手続については管理委員会が定め

る。 

 

（追加予算） 

第四十二条 公団は、予算作成後に生じたやむを得ない事情により、避けることのでき

ない場合に限り、予算作成の手続に準じ追加予算を作成し、これを管理委員会に提出

することができる。 

２ 前条の規定は、前項の規定による追加予算について準用する。 

 

（決算） 

第四十三条 公団は、事業年度ごとに財産目録、貸借対照表及び損益計算書を作成し、

決算完結後一月以内に管理委員会に提出してその承認を受けなければならない。 

２ 公団は、前項の規定による管理委員会の承認を受けたときは、その財産目録、貸借

対照表及び損益計算書を公告しなければならない。 

 

第四十四条 公団は、予算の形式に準じ、毎事業年度の決算報告書を作成し、管理委員

会に提出しなければならない。 

適用すべきとの原則（ユニバーサル・サービ

ス原則）について規定。 

 

第四十条 

  公団の予算年度について規定。国の会計年度

に揃えた。 

 

第四十一条 公団の予算は管理委員会の議決事

項のため、本部の総裁部局が作成して管理委員

会に提出、議決によって承認を受けるイメージ

である。 

 

 

 

 

第四十二条 

  やむを得ない社会経済事情の急変による追

加予算について規定。国の補正予算制度と同様

のイメージ。 

 

 

第四十三条～第四十四条 

  公団の決算について規定。予算同様、本部の

総裁部局が作成して管理委員会に提出、議決に

よって承認を受けるイメージである。 
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第四十五条 公団は、決算報告書を作成したときは、これを会計検査院に送付しなけれ

ばならない。 

 

（借入金） 

第四十六条 公団は、管理委員会の承認を受けて、必要な資金の借入をすることができ

る。 

２ 前項の規定による借入金の限度額については、予算をもって定めなければならな

い。 

３ 公団の一時借入金は、当該事業年度内に償還しなければならない。ただし、資金不

足のため償還することができないときは、その償還することのできない金額に限り、

管理委員会の承認を受けて、これを借り換えることができる。 

４ 前項但し書きの規定により借り換えた一時借入金は、一年以内に償還しなければな

らない。 

５ 公団は、毎事業年度、長期借入金の償還計画を立て、管理委員会の承認を受けなけ

ればならない。 

 

（債券発行による資金調達） 

第四十七条 公団は、管理委員会の議決を経て、業務運営に必要な資金を募るため、公

団債券を発行することができる。 

２ 公団債券の発行額、発行限度額及び償還期限は、予算をもって定めなければならな

い。 

 

（政府からの貸付） 

第四十八条 国は、公団に対し資金の貸付をすることができる。 

 

（業務に係る現金の取扱） 

第四十九条 公団の業務に係る現金については、管理委員会が定める現金取扱に関する

 

第四十五条 

  公団は、国の出資がほとんどを占めるため、

会計検査院法の規定により、決算は会計検査院

の検査を受けることとなる。 

第四十六条 

  公団の借入金について規定。国鉄時代と異な

り、公団は管理委員会が自主性を持つため、重

要事項は管理委員会の議決により決定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第四十七条 

  公団は、株式会社のような株式発行による資

金調達が行えないため、国鉄時代の鉄道債券に

倣い、債券発行による資金調達を認める。 

 

 

第四十八条 

  国による公団への貸付の道も残した。ただ

し、国鉄時代の反省を踏まえ、できる限り公団

は自力での資金調達が望ましい。 
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規程による。 

２ 公団の出納職員は、管理委員会が定める規程に従って、公団の債務をその保管に係

る現金をもって支払うことができる。 

 

（会計帳簿） 

第五十条 公団は、業務の性質及び内容並びに事業運営及び経理の状況を適切に示すた

め必要な帳簿を備えなければならない。 

 

（財産処分の制限） 

第五十一条 公団は、管理委員会の許可を受けなければ、営業線及びこれに準ずる重要

な財産を譲渡し、交換し、又は担保に供することができない。 

２ 前項の重要な財産の範囲及び種類は、管理委員会が定める。 

 

（会計検査） 

第五十二条 公団の会計については、会計検査院が検査する。 

 

第五章 国土交通大臣との関係 

 

（業務運営に関する助言） 

第五十三条 国土交通大臣は、公団の業務運営に関し、必要な助言を行うことができる。 

 

（命令及び報告） 

第五十四条 国土交通大臣は、公共の福祉を増進するため特に必要があると認めるとき

は、公団に対し必要な命令をすることができる。 

２ 国土交通大臣は、必要があると認めるときは、公団から業務その他に関する報告を

行わせることができる。 

 

第六章 罰則 

第四十九条 

  公団における現金取り扱いについて規定。日

常の小口の資材調達などを想定。国の出納員制

度を参考にした。 

 

第五十条 

  公団の会計帳簿について規定。 

 

 

第五十一条 

  役職員による恣意的な公団の財産処分に歯

止めを掛けるため、管理委員会の許可制とし

た。 

 

第五十二条 

  予算決算同様、公団の会計についても、会計

検査院の検査を受ける。 

 

第五十三条 

  国鉄は旧運輸省の監督を受けたが、公団は管

理委員会の指揮監督を受けるため、国土交通省

は公団に対する「助言機関」に位置づけた。 

第五十四条 

  災害などの非常時や公団の業務運営に不測

の事態が発生している際に限り、国土交通省に

公団の指導権を認めた。 
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（罰則） 

第五十五条 総裁、副総裁又は総裁の職務を行い若しくは総裁を代理する理事が次の各

号の一に該当するときは、その業務に対する責任に応じて、十万円以下の罰金に処す

る。 

 一 この法律により、管理委員会の許可を受けるべき場合に受けなかつたとき。 

二 第六条第二項の規定に基づく登記を怠り、又は虚偽の登記をしたとき。 

 三 第二十七条の規定に違反して兼業を行ったとき。 

 四 前条第一号の規定に基づく命令に従わず、又は第二項の規定に基づく報告を怠

り、もしくは虚偽の報告をしたとき。 

２ 公団の役員又は職員が、第五十一条の規定に反し、管理委員会の許可を受けずに公

団財産を処分したときは、前項第一号の規定にかかわらず、一千万円以下の罰金に処

する。 

 

第五十六条 公団でない者が、第七条第二項の規定に違反して公団の名称を使用したと

きは、十万円以下の罰金に処する。 

 

第七章 雑則 

 

（国家公務員共済組合法の適用） 

第五十七条 公団の役員及び職員には、国家公務員共済組合法（昭和二十三年法律第六

十九号）の規定を準用する。この場合において、同法中「各省各庁」とあるのは「日

本鉄道公団」と、「各省各庁の長」とあるのは「日本鉄道公団総裁」と、「国庫」と

あるのは「日本鉄道公団」と読み替えるものとする。 

２ 前項の規定に基づいて、公団の役員及び職員に係る国家公務員共済組合法に基づく

業務を実施させるため、国は、日本鉄道公団の発足までに日本鉄道公団共済組合を設

置する。 

 

 

 

第五十五条 

 役員に非違行為があった場合の罰則規定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第五十六条 

  公団でない者による名称の不法使用に対し

ても罰則を規定。 

 

第五十七条 

  公団職員を国家公務員共済組合員とするこ

ととした。本法では公団職員を罰則適用におい

て公務員とみなすものの、直接公務員の身分は

与えていない。しかし、職員に公務員の身分が

ない「非公務員型独立行政法人」職員にも国家

公務員共済組合への加入を認めている例があ

り、特段の問題はないと考える。 

 

 



-  - 21 

第五十八条 公団は、日本鉄道公団共済組合に対し、国家公務員共済組合法第六十九条

第一項第三号に掲げる費用を負担する。 

 

（他の法令の適用） 

第五十九条 道路運送法（昭和二十二年法律第百九十一号）、電気事業法（昭和六年法

律第六十一号）、土地収用法（明治三十三年法律第二十九号）その他の法令（国の利

害に関係のある訴訟についての法務大臣の権限等に関する法律（昭和二十二年法律第

百九十四号）を除く。）の適用については、この法律又は別に定める法律をもって別

段の定をした場合を除く外、公団を国と、公団総裁を主務大臣とみなす。 

 

  附 則 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

 

（職員の公団への承継） 

第二条 この法律第一条から第五条までに規定する事業又は業務の公団への承継に当

たり、その前日から引き続きこれらの事業又は業務に従事する旅客鉄道会社等、機構

又は第二条から第四条までに規定する事業を行う事業体の職員である者は、別に辞令

を発せられない限り、当該事業の公団への承継の日をもって公団職員となるものとす

る。 

 

（管理委員会に関する経過規定） 

第三条 この法律施行の際、第一条から第五条までに規定する事業又は業務のうち全部

又は一部（以下この条において「事業等」という。）の公団への承継が終わっていな

い場合であっても、第十五条に規定する管理委員会の公選による委員の選挙について

は、この法律施行後に実施される参議院議員通常選挙の実施に併せて、あらかじめ実

施することができる。この場合においては、第十五条第四項の規定を準用する。 

第五十八条 

  公団職員の健康保険及び厚生年金の事業主

負担分（半額）は、公団が共済組合への拠出を

通じて負担する。 

第五十九条 

  これらの法律を適用する場合においては、公

団を国とみなす規定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附則第二条 

  ＪＲ各社、機構等、公団に承継される予定

の事業又は業務を実施している部門の職員の

身分が、公団への事業等の承継とともに公団

職員として引き継がれることを定めた規定。 

 

 

附則第三条 

  ＪＲ各社、機構から公団への事業又は業務の

全面的な承継が終わっていない段階でも、管理

委員会を発足させ、事業承継の準備作業に当た

らせられるようにするための経過規定。 
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２ この法律施行後、最初に実施される委員の選挙において当選した者のうち、順位が

第六位から第十位までであった者の任期は、第十四条第三項の規定にかかわらず、三

年とする。 

３ この法律施行の際、事業等の公団への承継が終わっていない場合であっても、第十

六条に規定する管理委員会の公選によらない委員の任命については、あらかじめ実施

することができる。 

４ 前三項の規定に基づいて委員の選挙及び任命が終了したときは、事業等の公団への

承継が終わっていない場合であっても、あらかじめ管理委員会を発足させることがで

きる。この場合において、管理委員会は、事業等の公団への承継の準備に関する業務

を行う。 

 

（本法施行日において参院選が実施されていない場合の措置） 

第四条 この法律の施行の日までに、第十五条第三項の規定に基づく参院選が行われな

い見込みであるときは、国は、第十五条の規定にかかわらず、管理委員会の委員全員

を第十六条の規定に基づいて任命することにより、管理委員会を発足させることがで

きる。この場合において、当該任命を受ける委員（次条の規定に基づいて、第十五条

の規定による委員に代わるものとして指定を受けた者に限る。）の任期は、第十五条

の規定に基づく委員が選挙され、その任期が始まる日の前日までとする。 

２ 前項前段の規定に基づき管理委員会の委員を任命するときは、国は、あらかじめ任

命を受ける各人に対し、委員の種類（第十五条の規定による委員に代わるものとして

前項前段の規定に基づいて任命されるもの又は第十六条に基づく委員の別をいう。）

を文書で明らかにするものとする。 

 

（買収に応じない株主がいる場合の措置） 

第五条 この法律第一条第二項第二号又は第三項第二号に規定する事業又は第二条か

ら第四条までに規定する事業の公団への承継の際、自己保有株式の公団による買収に

応じない株主がいるときは、国は、当該株主の保有する株式を、第四十七条に規定す

る公団債券に振り替えることができる。この場合における公団債券は、第四十七条各

２ 今後、管理委員会の委員の半数を三年ごと

に改選できるようにするための経過規定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附則第四条 

  参院選の実施がこの法律の施行に間に合わ

ない場合の措置について定めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附則第五条 

  ＪＲ株式上場４社（東日本、東海、西日本及

び九州）又は特定地方交通線転換第三セクター

会社の株主の中から、公団による買収（自己保



-  - 23 

号に規定する手続きを経て発行されたものとみなす。 

２ 前項の規定に該当する株主が、第十条各号の一に該当する者であるときは、その保

有する株式を出資金に振り替えることができる。 

３ 前二項に規定する株式から公団債券又は出資金への振り替えは、株式の時価を基礎

として行う。ただし、時価が額面価格を下回っているときは、額面価格とする。 

４ 国は、第一項の規定に基づく株式の公団債券への振り替え又は第二項の規定に基づ

く株式の出資金への振り替えを行った者がいるときは、速やかに、その対象者、振り

替えの内容及びその金額を管理委員会に通知するものとする。 

 

（日本国有鉄道改革法等の廃止） 

第六条 次に掲げる法律は、廃止する。 

 一 日本国有鉄道改革法（昭和六十一年法律第八十七号） 

 二 旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律（昭和六十一年法律第

八十八号） 

 三 日本国有鉄道退職希望職員及び日本国有鉄道清算事業団職員の再就職の促進に

関する特別措置法（昭和六十一年法律第九十一号） 

 四 鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号） 

 五 日本国有鉄道改革法等施行法（昭和六十一年法律第九十三号） 

 六 債務等処理法 

２ 前項に規定する法律を除く関係法律の整備については、別に法律で定める。 

 

    理 由 

 国鉄改革法による旧日本国有鉄道の改革から三十五年経過し、この間、新幹線鉄道の

延伸、地方路線を中心とする在来線鉄道の縮小や第三セクター鉄道への移管、東京一極

集中及びこれと表裏一体である地方の過疎化の進行等により社会経済情勢が大きく変

化したことに加え、新型コロナウィルス感染拡大によって公共交通機関の乗客が大幅に

減少したことが公共交通機関の経営悪化に拍車をかけている。国鉄改革法が目指した改

革目的はすでに十分達成され、この方向でのさらなる改革の進展は困難となっており、

有株式の公団による買い取り）に応じない者が

現れた場合の措置について定めた。 

  具体的には、当該株主の所有する株式を公団

債券に振り替える。株主が第十条の規定に該当

する者（公団に出資が可能な者）である場合は、

出資金としての整理も可能とした。 

 

 

 

 

附則第六条 

１～２ 国鉄分割民営化に当たって制定された

「国鉄改革関連８法」のうち、すでに廃止済み

の２法（新幹線鉄道保有機構法、日本国有鉄道

清算事業団法）及び既存の法律の改正法（１本）

を除く５法律、また旧国鉄清算事業団の債務を

国の一般会計に引き継ぐために制定された債

務等処理法を、本法案の成立とともに廃止する

ことを定めた。 

これら以外で改廃を必要とするものは「日本

鉄道公団法の施行に伴う関係法律の整備に関

する法律」等として後日、別に整備することを

想定。 

 

理由 

 この法律案の提出理由。 
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また近年は国鉄改革法に基づいて構築された諸制度が逆に鉄道衰退の要因となってい

ることから、こうした新しい社会状況に対応した鉄道政策の基本理念を示すとともに、

そのための諸制度を再構築する必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。 

 


